
投票率低下防止等に向けた政治参画のあり方研究会（鳥取県）

○ 鳥取県では、特に町村議会選挙において議員のなり手不足が深刻化するとともに、投票率低下
や県内市町村における無投票の状況を踏まえ、民主主義・ 住民自治の根幹に関わる深刻な問題
であるとして、 県内外の有識者を委員とし、県内の現職の首長や議長の参加の下、研究会を立ち
上げ、県民の政治参加を促進するための検討を行った。

○ 主権者教育、投票環境の向上、議員のなり手不足への対策を３つの柱として、計５回にわたって
議論した内容を報告書として取りまとめた。
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第５条 研究会は、市町村課長が必要に応じ
て招集し、開催する。

２ 市町村課長は、研究会に鳥取県知事、鳥

取県市長会から推薦のあった者及び鳥取
県町村会から推薦のあった者の出席を求
めるものとする。
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必要があると認めるときは、研究会に委員
以外の者を出席させることができる。
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投票率低下防止等に向けた政治参画のあり方研究会（鳥取県）

(１) 主権者教育関係
・ 政治参加を促進するため、選挙権を得る以前の主権者教育の充実や発達段階に応じた学校・選
管・家庭・議員等多様な主体の取組が必要。

・ こうした取組を継続して行う必要があることから、体系的な主権者教育プログラムや教育現場が活
用しやすい鳥取県独自の副教材等を作成し、全県下で推進することが有効である。

(２) 投票環境の向上関係
・ 選挙人の投票の機会の確保の観点から当日投票所の維持・増設は最も重要であり、投票所の維
持のため、中山間地等における投票立会人など必要な人的資源の確保を図る必要がある。

・ 投票に行きたくても行けない人が出ないよう、共通投票所の設置、移動式期日前投票所の増設、移
動支援等の方策を組み合わせるなどの検討が必要である。

・ 合区解消、投票所維持のためカメラ越しでの立会の検討、インターネット投票の検討の加速化、郵
便等投票の対象者の拡大等制度の見直しも必要である。

(３) 議員のなり手不足解消関係
・ 多様な行政課題に対処していくため、若い世代、女性、会社員、障がいのある方など多様な議員に
よる議論が求められる。議員として活動するための適正な報酬・手当になっているか、誰もが活動し
やすい環境になっているか等、議会において主体的に議論する必要がある。

投票率低下防⽌等に向けた政治参画のあり⽅研究会の報告書



地方議員のなり手不足に対する支援（鳥取県）

地域民主主義再興事業補助金

交付⽬的
市町村が⾏う主権者教育、投票環境向上のための施策（投票所減少防⽌のためのオンライン⽴会を含む）、
市町村議会議員のなり⼿不⾜対策等を⽀援することにより、県⺠⼀⼈ひとりが主権者意識を持ち、地域づくり
を我がことと考え、積極的に政治参加できる社会環境を整備していくことを⽬的として交付する。
補助事業
⽬的の達成に資するため、別表１及び２の第
１欄に掲げる事業を⾏う市町村に対し、予算の
範囲内で本補助⾦を交付する。
本補助⾦の額は、別表１及び２の第２欄に
掲げる経費の額に、同表の第３欄に定める率を
乗じて得た額（同表の第４欄に定める額を限
度とする。）以下とする。

○ 「投票率低下防止等に向けた政治参画のあり方研究会」の報告書を踏まえ、首長部局である地域
社会振興部において、市町村が行う、議員のなり手不足事業等に対し財政支援をする「地域民主主
義再興事業補助金」を創設した。

①議場を活用したふれあいイベント、出張議会、住民団体等との意見交換会など、住民との積極的な交流の推進
②議会モニター制度（議会活動等に対して住民モニターからの意見聴取）の確立
③議会政策サポーター制度（議員と住民の協働による政策提言）の確立
④主権者教育への議員の参画の取組
⑤議員の多様性確保のための研修会の実施
⑥議員のなり手講座、議会の魅力発信フォーラム等の開催
⑦上記の事例以外で、工夫をこらした独自の取組等、議員のなり手不足解消に資するもの

想定される事業、取組（議員のなり⼿不⾜解消関係）


